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240919 

熟議での議論の整理（案） 

 

はじめに 

 

・本市は、これまで住所地による通学区域を設定し、これに基づき学校を指定 

するとともに、昭和 43 年より、現在まで越境入学・通学という不適正な就 

学の解消に向けて取り組んできている。 

・一方、国の規制緩和の流れの中で、平成 15 年に学校教育法施行規則が改正 

され、あらかじめ保護者の意見を聴いて、それを踏まえて就学すべき学校を 

指定できる、いわゆる学校選択制が規定されたが、本市では、現在まで、通 

学区域に基づき、就学すべき学校を指定してきている。平成 20 年度に、卒 

業前の転居は最長 2 年間に変更するなど、指定外就学の許可基準の見直しを 

行ったものの、これまで本市としての就学制度全般について、本格的に検討 

を行ってこなかった。 

・市長就任後、市長は「子どもや保護者に学校を選ぶ権利（自由）を与えるべ 

きであり、制度の当事者である保護者を中心として広く区民の意見を聴いて、 

判断するべきである。」と問題提起をしたことから、教育委員会では、3 月よ 

り区長と連携して、学校選択制の制度内容を説明し、保護者を中心に学校選 

択制に関する区民の意見を聴いてきたところである。 

・各区の区民の意見として、現在の通学区域制度に関しては、校区の学校より 

も通学距離が近い、又は通学上、より安全な場合でも、校区外の学校に就学 

できないこと等の課題がある。また、障がいのある児童生徒の保護者の一部 

からは、特別支援学級の教育活動の内容で選択させてほしいという声がある 

こと、全員が決められた学校に通うのではなく、保護者が自分の子どもの可 

能性を伸ばしてくれる教育を選択できることは、良いことであるとする意見 

など、子どもの就学に際して、保護者が関われない現行の制度に対して疑問 

を呈する声も寄せられている。 

・一方で、学校と地域が連携して取り組んできている「はぐくみネット事業」 

や「学校元気アップ地域本部事業」、子どもの登下校の見守り活動等で、築 

いてきた学校と地域との関係は、大切にするべきであるという意見も多く寄 

せられている。 

・熟議では、子どもの最善の利益を図るため、どうすれば、子ども・保護者を 

はじめとした市民の意向に応えることができるのか、また併せて本市の学校 

教育を活性化していく観点からも本市の実情に即した改善が図れるよう学校 

選択制を含む就学制度全般について議論を行ってきた。 
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・またこの間、市会での学校選択制に関する様々な議論を経て、就学する学校 

の指定の手続きについては、複数の選択肢を比較して検討できる方が望まし 

いことから、また、保護者や地域住民の意向をより多く汲み取るためにも、 

学校選択制の他に、基準を満たした場合に校区外の学校に就学できる、指定 

外就学も含めて、必要な事項を規則で定め、公表するものとする学校活性化 

条例案が７月 27 日に市会で可決され、同月３０日に公布されたところであ 

る。 

・このような状況を踏まえて、熟議においては、学校選択制や指定外就学の基 

準の拡大等について議論を行い、それぞれの制度内容やメリット及び課題に 

ついて整理を行った。 

 

 

１ 就学制度について 

就学校の指定に関する制度とその根拠法令、学校選択制を含む通学区域の

弾力化に関する国の動きについては、次のとおりである。 

(1) 就学校指定 

・小・中学校の就学制度については、学校教育法施行令第 5 条第 2 項にお 

いて、「市町村教育委員会は、その設置する小学校又は中学校が２校以上 

ある場合、就学予定者が就学すべき小学校又は中学校を指定すること」 

とされている。 

  ・その際、通常、市町村教育委員会は、学校の指定が恣意的に行われたり、 

いたずらに不公平感を与えたりすることのないよう、あらかじめ、地域 

の実情や地理的条件を踏まえて、各学校に「通学区域」を設定し、これ 

に基づいて、就学すべき学校を指定している。 

 

(2) 指定校変更 

・市町村教育委員会から指定された就学校が、保護者の意向や子どもの状 

況等に合致しない場合は、学校教育法施行令第 8 条において、保護者の 

申し立てにより、市町村教育委員会が相当と認める時には、市町村内の 

他の学校に変更することができるとされている。 

  ・学校教育法施行規則第 32 条において、市町村教育委員会は、就学校を指 

定する就学通知において、この保護者の申立ができる旨を示すこととな 

っており、また第 33 条において、市町村教育委員会は、就学校を変更す 

ることができる場合の要件及び手続きに関し、必要な事項を定め、公表 

することとなっている。 

・本市だけでなく、全国の市町村で、この制度を設けて運用されている。 
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(3) 学校選択制 

   市町村教育委員会は、就学校を指定する場合に就学すべき学校について、 

あらかじめ保護者の意見を聴取することができる（学校教育法施行規則第 

３２条第１項）とし、この保護者の意見を踏まえて、市町村教育委員会が、 

就学校を指定する場合を、いわゆる学校選択制と言っている。 

 

(4) 国の規制緩和の動き（通学区域の弾力化、学校選択制） 

・昭和 59 年 9 月、臨時教育審議会が審議を開始し、いわゆる「教育の自由 

化」論争が始まる。 

    ・昭和 62 年 5 月、文部省は、同年４月の臨時教育審議会「教育改革に関す 

る第三次答申」を受け、教育委員会への通知において、「現行の通学区域 

制度は、義務教育について、その適正な規模の学校と教育内容を保障し、 

これによって教育の機会均等とその水準の維持向上を図るという趣旨か 

ら行われてきた制度であるが、今次答申において、現行の市町村教育委員 

会の学校指定の権限は維持しつつ、地域の実情に即し、可能な限り、子ど 

もに適した教育を受けさせたいという保護者の希望を生かすために、当面、 

具体的には調整区域の設定の拡大、学校指定の変更・区域外就学の一層の 

弾力的運用、親の意向の事前聴取・不服申し立ての仕組みの整備など多様 

な方法を工夫することが提言されていることに鑑み、この際、各市町村教 

育委員会においては、就学すべき学校の指定に係る市町村教育委員会の権 

限と責任に基づき、地域の実情に即してこの制度の運用について検討する 

必要があること」と述べている。 

・文部科学省では、平成８年１２月の行政改革委員会からの学校選択の弾 

力化の提言(「市町村教育委員会に対して、学校選択制の弾力化の趣旨を 

徹底し、保護者の意向に対する十分な配慮、選択機会の重要性の周知を 

図ることにより、市町村教育委員会が本来の機能を発揮し、学校選択の 

弾力化に向けて多様な工夫を行うよう指導すべきである。」)を踏まえ、平 

成９年１月に「通学区域制度の弾力的運用について」を、都道府県教育 

委員会を通じ、全国の市町村教育委員会に通知し、教育上の影響等に留 

意しつつ、その弾力的運用を促した。 

【平成９年１月の文部科学省の通知のポイント】 

① 地域の実情に即し、保護者の意向に十分配慮した多様な工夫を行うこと。 

  ②就学校の変更や区域外就学を認める理由として、従来の理由に加え、児

童・生徒等の具体的事情に即して相当と認めるときは、保護者の申し立

てにより認めることができること。 

  ③通学区域制度の仕組みについて、広く周知すること及び就学相談の体制
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の充実を図ること 

  ・平成 10 年度に三重県紀宝町が初めて学校選択制を導入し、平成 12 年度 

に品川区の小学校で導入されて以降、東京都区部をはじめとして、小中 

学校の学校選択制が導入され、平成 18 年時点で、全国の約 14％の自治 

体で学校選択制が導入されている。 

・平成 13 年 12 月に総合規制改革会議から出された「規制改革の推進に関 

する第１次答申」において、「保護者や児童生徒の希望に基づく就学校の 

選択を適切に促進する観点から、各市町村教育委員会の判断により学校 

選択制を導入できることや、導入した市町村にあっては、その手続きを 

明確にするとともに、就学校の変更要件や手続き等について明確にすべ 

き。」との提言がなされた。 

  ・平成 15 年３月 31 日、学校教育法施行規則が一部改正され、市町村教育 

委員会が就学すべき小学校又は中学校を指定するに当たって、あらかじ 

め保護者の意見を聴取することができることを明確化し、その場合、意 

見の聴取の手続きに関し、必要な事項を市町村教育委員会が定め、公表 

するものとした。 

・平成 17 年６月、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」が出 

され、「学校選択制について、地域の実情に応じた導入を促進し、全国的 

な普及を図る。」と閣議決定され、同年１２月、規制改革・民間開放推進 

会議が「規制改革・民間開放の推進に関する第２次答申」をとりまとめ、 

この答申のうち「具体的施策」について、尊重する旨の閣議決定がなされ 

た。具体的には、市町村教育委員会に対して、学校選択制の導入の是非に 

ついて、児童・生徒や保護者を含む地域住民の意向を踏まえた検討を行う 

よう求めるとしている。 

・また、保護者が就学する学校の変更申し立てができる現行制度について、 

 就学を指定する通知に、変更の申し立てができる旨を示すように、学校教 

育法施行規則で規定され、就学する学校の指定の変更が相当と認められる 

具体的な場合を、予め明確にして公表することとされた。いじめへの対応、 

通学の利便性、部活動等学校独自の活動等、国としても例示し、市町村教 

育委員会に検討を求めた。 

・平成 21 年 3 月、規制改革会議が「規制改革推進のための 3 カ年計画（再 

 改定）」をとりまとめ、その計画の中で、学校選択制の普及促進を掲げ、 

「学校選択制については、地域の実情に応じた普及を図る。」としている。 
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２ 他の自治体の学校選択制、指定校変更の実施状況 

(1)  学校選択制の実施状況 

① 実施自治体の状況 

    ａ 全国の状況 

     文部科学省が、平成 18 年 5 月 1 日現在、全国の自治体を対象に行っ 

た調査において、学校選択制を導入している自治体は、次のとおりで 

ある。 

     ・小学校  ２４０自治体（14.2％） 

     ・中学校  １８５自治体（13.9％） 

     選択制の形態については、特定地域選択制が最も多い。 

     ＊なお、平成 18 年以降、文部科学省は、全国調査を行っていないた 

め、上記が、学校選択制を実施している自治体数の直近のデータ 

である。 

   

  ｂ 政令指定都市の状況 

都 市 名 小 学 校 中 学 校 

浜 松 市 その他（中学校区内の小

学校から選択） 

隣接区域 

岡 山 市 隣接区域 隣接区域 

広 島 市 導入していない ブロック制＋隣接区域 

   ・札幌市、仙台市、さいたま市、新潟市は、特定地域選択制を実施。 

・札幌市、横浜市、浜松市、神戸市、岡山市、北九州市、福岡市は、特 

 認校制を実施。 

 

   ｃ 東京都２３区の状況 

   小学校 中学校      計 

導入していない 導入していない     ４区 

導入していない 自由選択制     ４区 

隣接区域 隣接区域     ３区 

隣接区域 自由選択制     ４区 

ブロック制 自由選択制 １区 

自由選択制 自由選択制     ６区（＊） 

特認校 自由選択制 １区 

     ２３区 

    ＊徒歩通学可能な範囲に限る区（２区）を含む 

         江東区：小学 1 年生が原則徒歩で、30 分以内(概ね２ｋｍ程度)に通 
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学できる範囲の小学校に限る 

     江戸川区：自宅から１．２ｋｍの範囲内の小学校に限る 

 

ｄ 文部科学省アンケート調査（平成 20 年度）について 

・文部科学省は、各都道府県が抽出した市区町村教育委員会（＊）と 

すべての政令指定都市教育委員会を対象に、平成 20 年 4 月 1 日現在 

の状況についてアンケートを実施した。 

＊学校選択制を導入している・導入していない市区町村から、それ 

ぞれ３市区町村程度を、各都道府県が抽出。 

（資料１「学校選択制の状況について[文部科学省調査（平成２０ 

年度）]」 

・学校選択制を導入している自治体に、導入による成果について、複 

数回答ありで訊いているが、回答自治体数１２８自治体のうち、約 

３分の１にあたる約４０の自治体が、「保護者への学校教育への関心 

が高まった。」、「子どもが自分の個性にあった学校で学ぶことができ 

るようになった。」、「選択を通じて、特色ある学校づくりが推進でき 

た。」を挙げている。 

・また、学校選択制を導入している自治体に、学校選択制の課題につ 

いて複数回答ありで訊いているが、回答自治体数１２８自治体のう 

ち、５０の自治体が「課題は、特にない」と答えている。課題とし 

てあげている項目は、その他が４９自治体と最も多く、学校の受け 

入れ体制や学校の選択行動等を課題としてあげている。次に「通学 

距離が長くなり、安全の確保が難しくなった」を１５の自治体が、「学 

校と地域の連携が希薄になった。」を８自治体が挙げている。 

・学校選択制を導入していない自治体に対して、未導入の理由を複数 

回答ありで訊いているが、回答自治体数１５１自治体のうち、最も 

多いのが「学校と地域の連携が希薄になる恐れがある。」で１０６自 

治体、「入学者が減尐し、適正な学校規模が維持できない学校が生じ 

る恐れがある」が８２自治体、「通学距離が長くなり、安全の確保が 

難しくなる」が８１自治体、「学校間の序列化や学校間格差が生じる」 

が６３自治体である。 

 

② 制度の見直しや変更を行った自治体の事例 

ａ 前橋市 

・学校選択制については、平成 16 年度～22 年度、小中学校とも市 

内全域で自由選択制（小学校４ｋｍ、中学校６ｋｍの範囲内）を 
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実施したが、平成 23 年度より廃止した。 

・廃止した主な理由は、居住地の子ども会や自治会、地域の健全育 

成団体等の行事に参加する状況が尐ない等、学校と地域の関係の 

希薄化や児童生徒数の減尐が大きい学校が生じたことなどである。 

     ・平成 23 年度廃止に伴い、指定校の変更制度を見直し、次のような 

通学距離に関する条件を追加した。 

 自宅から指定校までの直線距離が、小学校は 1.5ｋｍを超え、中 

学校は、2ｋｍを超え、かつ希望する学校までの直線距離が指定校 

までの直線距離の 2 分の 1 以下の場合、希望する学校に通学する 

ことができる。また、経過措置として、きょうだい関係及び中学 

校入学について配慮することとした。 

 

ｂ 長崎市 

・学校選択制については、平成 17 年度～23 年度、小中学校とも隣 

接区域選択制で実施。 

・学校の立地条件等による学校間の児童・生徒数の偏りなどが生じ 

たため、平成 24 年度より廃止し、原則、通学区域の学校に就学す 

ることとした。 

     ・廃止に伴い、指定校の変更の許可事項に次の事項を追加した。 

      (ａ）通学距離が指定学校よりも近い学校を希望する場合で、通学 

に支障がない場合、（ｂ）希望する部活動が指定中学校にはなく、 

隣接する中学校にある場合で、児童の活動実績や強い活動意思を 

小学校長からの意見書により確認できる場合 

 

ｃ 東京都杉並区 

・平成 14 年度より、小学校及び中学校新 1 年生を対象に「杉並区学 

校希望制度」（隣接区域選択制）を実施した。 

・制度実施から 10 年を経過した時点を捉えて、杉並区学校希望制度 

検討会を設置し、改めて制度を検証し、あり方を検討した。 

      ・この間、特色ある学校づくりの取り組みをはじめ、学校支援本部 

や地域運営学校の活動などを通して、保護者や地域住民が協力し 

て教育を進める活動が定着した。これにより学校を共に支える確 

かな基盤が整い、制度目的であった「開かれた学校づくり」は、 

基本的に達成できたものとしている。 

・学校選択制を平成 28 年度（2016 年度）に廃止する方針案を策定 

し、パブリックコメントを実施し、見直しの方針を決定した。 
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・新たに児童の希望を尊重する仕組み（指定校変更の認定及び承諾 

事由に「学校の特色ある教育活動等に参加を志望する場合」）を設 

け、学校選択制は、3 年間の経過措置を経て、段階的に廃止してい 

くとしている。 

・見直しにあたっての重点事項として、①地域と学校のつながりを 

重視する、②児童・生徒の学習面、生活面から望ましい教育環境 

の整備と通学時の安全性の確保を図る、③児童自らが学び、考え、 

判断する意思を尊重するとした。今後の方向性として、魅力ある 

教育活動をさらに進めていくために、児童の意思を尊重する新た 

な「学校希望制度」を構築していくことが必要であるとしている。 

 

ｄ 制度を変更した自治体 

・東京都江東区は、平成 14 年度より、板橋区は、平成 16 年度より、 

ともに小学校について、区内のどの学校でも選択できる自由選択制 

を採用していたが、学校と地域の関係の希薄化、児童の遠距離通学 

等が課題となり、江東区は、平成 21 年度より小学１年生が徒歩で 

通学できる範囲（小学 1 年生が徒歩で 30 分かけて通学できる範囲： 

自宅から概ね２ｋｍ以内）に変更し、板橋区は、平成 24 年度より 

通学区域の境を接している学校から選択できる、隣接区域選択制に 

変更を行った。 

・新宿区は、平成 23 年度に通学区域、学校選択制等についての基本 

的なあり方を検討し、平成 24 年 3 月に基本方針を作成した。 

現在の通学区域に課題はあるものの、これまで培ってきた地域との 

つながりを大切にするべきであり、できるだけ現行の通学区域を維 

持することを基本とする。ただし、普通教室不足が懸念され、改修 

等によっても、その確保が困難な場合は、早急に通学区域の改正を 

検討するとしている。 

学校選択制については、制度が定着していることから、通学区域制 

度を原則とした上で、制度を維持する。ただし、小学校については、 

学校の適正規模を維持する観点から、選択できない学校を指定する。 

また、抽選時の兄弟姉妹優先の取り扱いを廃止するとしている。 

      ・江戸川区など、学校選択制を実施している自治体も一定期間経過 

後には、制度の検証を行い、受け入れ制限校を設けるなど制度の 

変更を行っている。 

     ・これらの他都市事例を参照し、本市の学校選択制の制度内容や課 

題への対応について、検討する必要がある。 
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(2) 指定校変更制度の実施状況 

①全国の状況 

文部科学省は、平成 21 年度入学時及び平成 20 年度学年途中における 

   保護者の申し立てによる児童生徒の就学校の変更の対応状況について調 

   査を行っており、その結果は、次のとおりである。 

（資料２ 「小中学校における就学校の変更の状況について」） 

   ・平成 21 年 11 月 1 日現在、小学校又は中学校を 2 校以上設置している 

    市区町村等を対象。 

      

 調査対象市区町村等数 市区町村等数総数 

小学校 １，６２１ １，８０５ 

中学校 １，２８４ １，８２２ 

 

【小学校入学時に変更を認めた事例がある自治体数及び変更件数】 

１，０６０自治体、３４，７７８件 

・通学距離など通学の利便性を理由とする場合が最も多く、５５３自 

治体、いじめ等への対応を理由とする場合１５０自治体。 

【小学校の学年途中に変更を認めた事例がある自治体数及び変更件数】 

１，１７９自治体、９６，２１４件 

・通学距離など通学の利便性を理由とする場合が最も多く、５３７自 

 治体、いじめ等への対応を理由とする場合は、４０７自治体。 

【中学校入学時に変更を認めた事例がある自治体数及び変更件数】 

  ８６６自治体、２５，０９１件 

・通学距離など通学の利便性を理由とする場合が最も多く、３７４自 

 治体、部活動等学校独自の活動を理由とする場合は、３６７自治体、 

 いじめ等への対応を理由とする場合は、３３５自治体。 

【中学校の学年途中に変更を認めた事例がある自治体数及び変更件数】 

  ９７４自治体、４０，２６１件 

    ・いじめ等への対応など教育上の配慮が必要な場合であることを理由 

とする場合が最も多く、４７１自治体。通学の利便性など地理的理 

由による場合は、３２４自治体、部活動等学校独自の活動を理由と 

する場合は、３１２自治体。 

 

 ②政令指定都市の状況 

・本市の指定外就学の許可基準は、学年途中の転居で、学年末までの間、 

引き続き従前の学校への就学を希望するとき、小学校の児童で保護者 
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の就労等により留守家庭児童となる場合やいじめにより心身の安全が 

脅かされるような深刻な悩みを持っている場合などの基準を設けてい 

る（資料３ 「大阪市立小学校及び中学校における指定外・区域外就 

学の許可基準」）が、堺市を除く他の政令市と比べて、認められる基準 

の項目が尐なく、限定されている。他の一部の政令市には、本市には 

ない通学の距離や安全、部活動等を理由とした指定校変更の基準を設 

けて運用している。 

（資料４ 「各政令指定都市の指定校変更許可基準について」） 

 ａ 通学の利便性など地理的理由 

・通学の距離、安全について基準を設けている。 

仙台市、横浜市、川崎市、名古屋市、神戸市 

自宅から指定校までの距離が、例えば小学校２㎞、中学校３㎞ 

以上など、遠距離通学に対する配慮 

 ・通学距離や安全、自治会活動等を考慮し、特定の区域を定めて、  

指定校の変更を認めている自治体がある。 

    さいたま市、千葉市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、 

京都市、岡山市、広島市、福岡市、熊本市 

 

ｂ 部活動による理由 

仙台市、横浜市、新潟市 

・新入学時には、小学校での特定のスポーツ、文化活動の実績、転 

入学時には、前の中学校で継続して取り組んできた実績を要件と 

し、最も近い中学校あるいは隣接する中学校と範囲を限定してい 

る。 

 

ｃ 通学区域外に就学した兄姉と同じ学校に通学したい場合（きょう 

だい関係） 

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、 

相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、京都市、神戸市、北九州 

市、福岡市、熊本市 

 

 ｄ 通学区域外の小学校に就学した児童が、その小学校の進学中学校 

に就学したい場合 

    札幌市、仙台市、さいたま市、新潟市、静岡市、浜松市、 

岡山市 
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③ 東京都 23 区の状況 

 東京都区部においては、本市の基準にない通学の距離や安全、部活 

動等を理由とした指定校変更の基準を設けて運用している。 

（資料５ 「東京都区部の指定校変更の許可基準について」） 

ａ 通学の利便性など地理的理由 

  千代田区、新宿区、墨田区、品川区、大田区＊、世田谷区＊、 

中野区＊、杉並区、豊島区、北区＊、荒川区、練馬区、足立区、 

江戸川区 

＊大田区、世田谷区、中野区、北区は学校選択制を実施していない 

 ・基準としては、通学の距離、時間、安全に支障がある場合、自宅 

から指定校までの距離が遠い場合や距離的に最も近い学校を希望 

する場合などである。学校選択制を実施している区は、条件が厳 

しく、実施していない区の方が、条件が緩和されている傾向があ 

る。 

・また、調整区域を設けている区は、墨田区、江東区、目黒区。 

 

ｂ 部活動による理由 

  港区、新宿区、世田谷区＊、北区＊、荒川区、練馬区 

  ＊世田谷区、北区は、学校選択制を実施していない。 

 ・中学校の新入生、転入生を対象に「指定校に希望する部がない等、 

部活動に特別な配慮を要する具体的な事由がある場合」としてい 

る。 

・学校選択制を実施している区では、選択制の希望を優先しており、 

抽選実施校・学年への指定校変更は認めていない。新入生の場合、 

学校選択の範囲内で、抽選実施校・学年を除き、受け入れ可能な 

学校に希望する部がある場合に認めている。 

 

ｃ 通学区域外に就学した兄姉と同じ学校に通学したい場合（きょう 

だい関係） 

  千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、 

目黒区、大田区、世田谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、 

荒川区、練馬区、葛飾区、江戸川区 

 

ｄ 通学区域外の小学校に就学した児童が、その小学校の進学中学校 

に就学したい場合 

  豊島区、葛飾区 
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・いずれの区も、転居等による場合は除き、学校の施設収容面での 

受け入れ可能な学校に限るとしている。収容面や学級編成上支障 

が生じる場合は、指定校の変更を認めない場合があるとしている。 

また、学校選択制を実施している場合は、抽選となった学校や学 

年には、指定校の変更はできないこととしている。 

 

ｅ 学校選択制を実施していない区 

・学校選択制を実施していない４区（大田区、世田谷区、中野区、 

 北区）は、通学の距離や安全、又一部の区では部活動等の基準が 

あるなど、学校選択制を実施している区と比べて条件が緩和され 

ており、利用者数も多い。 

      ・就学通知による就学校の指定の後に、申請の受付期間を設け、学 

校ごとに受け入れ人数を定めて、申請者が受け入れ人数を超える 

場合は、抽選を行って決定しているなど、学校選択制と同様の仕 

組みを作っている区もある。 

 

     【学校選択制を実施していない区の指定校変更（通学の距離など地 

理的な理由、部活動等）の事例】 

      ・中野区 

「幹線道路・踏切を回避するなど、通学の安全確保を配慮する 

必要がある場合」、「通学距離が指定校より近い場合」 

・太田区 

「距離的に最も近い学校を希望する場合」 

・世田谷区 

「登下校の安全・安心の確保について、個別に懸念される理由 

により、指定校以外の学校を希望する場合」、「指定校に希望す 

る部がないなど、部活動に特別に配慮を要する個別具体的な理 

由により、その部がある中学校を希望する場合」 

      ・北区 

「指定校への通学が、距離・時間・通学上の安全確保の観点か 

ら支障があると認められる場合」、「指定校に希望する部活動が 

ない場合、また地域でのクラブ活動を継続するために指定校変 

更が必要な場合」 
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３ 本市の就学校指定の現状について 

(1)  本市の小学校、中学校の現状 

・本市の平成 24 年度（平成 24 年 5 月 1 日現在、速報値）の小中学校の学 

校数、学級数は、小学校は、２９９校、４，５６５学級、中学校は１３ 

０校、１，９１４学級、児童生徒数は、小学校が１１５，８６９人、中 

学校は、５６，７２０人である。 

 

（平成 24 年 5 月 1 日現在：速報値） 

 学校数(校） 学級数（学級） 児童生徒数(人） 

小学校 ２９９ ４，５６５ １１５，８６９ 

中学校 １３０ １，９１４ ５６，７２０ 

 

・昭和 54 年当時と比べて半分以下、児童生徒数は、横ばいよりやや減尐 

している。小学校の学校規模は小規模化しており、全学年単学級や 7～ 

11 学級の小学校が増加し、全体の約 3 分の 1 を占めている。 

   （資料６ 「小学校の学級数の推移」、資料７ 「小学校の児童数と小学 

校数の推移」） 

 

   ・市立小学校卒業者(平成２４年３月)の国立・私立中学校への進学者数、 

    進学率は、小学校卒業者数２０，５６３人のうち、国立中学校への進学 

    者６３人、私立中学校への進学者は１，７４５人で、国立・私立中学校 

への進学率は、９．２％である。 

 

   ・また、平成２４年５月現在、本市内居住の国立小学校へ就学する児童は、 

１，０６６人（０．８％）、私立小学校へ就学する児童は、３，１０４人 

（２．６％）、市立小学校に就学する児童は、１１５，８６９人である。 

   ・平成２４年５月現在、本市内居住の国立中学校へ就学する生徒は、 

４６９人（０．７％）、私立中学校へ就学する生徒は、６，９８８人 

（１０．９％）、市立中学校に就学する生徒は、５６，７２０人である。 

 

(平成 24 年 5 月現在） 

 市 立 (人） 国  立 (人） 私  立 (人） 

小学校 115,869(96.6％） 1,066（0.8％） 3,104（2.6％） 

中学校  56,720(88.4%）    469（0.7％） 6,988（10.9％） 
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  ・就学前の児童数は、平成 24 年 5 月 1 日現在、5 歳児が２０，３１４人、 

       ４歳児、２０，８２５人、３歳児、２０，９６８人、２歳児、２１，３ 

３４人、１歳児２２，２２９人、０歳児２２，９２６人である。 

 

(平成 24 年 5 月 1 日現在) 

   児 童 数    児 童 数 

  5 歳  ２０，３１４人   2 歳  ２１，３３４人 

  4 歳  ２０，８２５人 1 歳  ２２，２２９人 

  3 歳  ２０，９６８人 0 歳  ２２，９２６人 

 

・本市では、昭和 54 年当時と比べると児童生徒数は半減しており、また、 

校舎整備については、校区内の児童生徒数に応じて必要な施設の整備を 

進めることになっていることから、校舎の建て替えについては、建て替 

え前と比べて施設規模を縮小する対応（減築対応）を行ってきた（＊）。 

＊ただ、最近、市域の一部では、企業の工場等の跡に大型マンションが 

建設されたり、市内中心部の区域に、都市型のマンションの建設が続 

いているなど、住環境に関する状況の変化が見られる。 

・本市の学校別教室数の状況については、小学校は、前に述べたような経 

緯から、全体的に教室数に余裕のある学校は尐なく、平成 24 年 5 月時点 

の推計で約 4 分の 1 の小学校が、通学区域内の児童生徒だけで、数年後 

に教室不足になる可能性があり、収容対策が必要であると見込まれてい 

る。 

    ・住之江区、東住吉区などの小学校には、比較的収容面で余裕のある小学 

校があるものの、特に北区、中央区、天王寺区、西区といった市内の中 

心部では、通学区域内に大型マンションの建設が予定されるなどで、収 

容対策が必要と見込まれる学校も多い。 

 

  ・小中学校の通学区域を単位として、学校と地域が連携した事業として、 

「はぐくみネット」事業、「学校元気アップ地域本部」事業に取り組んで 

いる。 

・はぐくみネット事業は、平成１４年度より開始し、現在、市内２９７の 

全小学校区に設置されている。平成１９年度からは、地域における連携 

を一層進めるために、事業運営を区役所に移管し、教育委員会と区役所 

が連携しながら効果的な事業推進に努めている。 

・事業の柱として、①学校と地域をつなぐ観点で学校教育を支援する、② 

地域における教育コミュニティづくりに取り組む、③学校や地域の情報 
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を収集し、情報誌などで広く地域住民に発信する、がある。 

・学校教育支援については、平成２２年度実績で約６万人（１校区平均約 

２００人）の学校支援ボランティアが、はぐくみネットの一環で活動し 

ている。具体的な取り組みとして、例えば登下校時の見守り活動は、 

９９％の協議会で実施されており、図書室の開放支援や読み聞かせ等の 

活動は、８８％、授業へのゲストティーチャーへの導入支援は、８７％ 

の協議会で行われている。 

・今後も、学校を核としながら、地域の方々や団体をつないで、地域で子 

どもを守り、育む取り組みを進め、小学校区における教育コミュニティ 

づくりの推進に努めていく。 

 ・特に小学校は、学校と地域との結びつきが強く、防犯だけでなく、地域 

の高齢者の方との交流、昔の遊びや生活などの体験、地域のフェスティ 

バル等でも連携を行っている。 

・中学校区を単位として、学力向上や生活習慣など学校の様々な課題に対 

応するため、学校・家庭・地域の連携の下、地域の教育力を活かした学 

校支援体制を構築する「学校元気アップ地域本部」事業に取り組んでい 

る。 

・事業内容としては、各学校の課題に応じて、学習習慣の定着や基本的生 

 活習慣の確立を支援するため、放課後等の学習支援活動、学校図書館の 

活性化等を進めるとともに、部活動支援や環境整備等への支援に取り組 

んでいる。 

・平成２１年度に８中学校区で試行実施し、２２年度に２４校区、２３年 

度から７６校区で実施しており、２５年度には全１２７校での実施をめ 

ざしている。 

 

・さらに学校施設は、地域コミュニティの核となる施設であり、地域交流 

の場であり、避難所等、地域防災の拠点となっている。 

 

(2)  就学する学校の指定制度 

① 就学校の指定と指定外就学（本市の指定校変更制度を、本市では「指

定外就学」と言う。以下「指定外就学」） 

・本市では、あらかじめ住所地による通学区域を設定し、これに基づき 

学校を指定している。就学事務は、「教育委員会の事務の委任に関する 

規則」により、各区長に委任している。 

   ・本市における学校指定の変更（「指定外就学」）について、許可基準を 

定め、教育上真にやむを得ず、希望する学校への登下校の安全に支障 
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がないと認められる場合に限り、認めている。 

・現在の許可基準としては、学年途中の転居で、学年末までの間、引き続 

 き従前の学校への就学を希望するとき、小学校の児童で保護者の就労等 

 により留守家庭児童となり、保護者不在時に本人の在宅が困難な場合で、 

保護者の勤務地の通学区域の小学校又は保護者に代わる親族の住所地 

の通学区域の小学校へ就学を希望するとき、いじめにより心身の安全が 

脅かされるような深刻な悩みを持っている児童生徒の転校について、学 

校長が教育委員会と協議をする必要があると判断した場合等であり、厳 

格に運用している。 

・指定外・区域外就学の許可件数については、平成 23 年 6 月 1 日現在、 

小学校は、７３２件で、０．６２％、中学校は、４０７件で０．７２％ 

であり、１％にも満たない状況である。他の政令指定都市の指定校変更 

制度の利用率は、市によってばらつきがあるが、尐ない市は、本市と概 

ね同程度の利用率であり、多い市では、概ね５～６％程度であると聞い 

ている。 

（資料８ 「指定外・区域外就学者数(小学校）」、「指定外・区域外就学 

者数(中学校）」） 

 

② 本市の通学区域の現状 

   ・通学区域は、学校の長い沿革や地域住民の意思感情といった要素を土 

台として形成されている。特に小学校については、地域の自治組織の 

区域と概ね一致している所が多い。 

・通学区域の設定・変更については、「大阪市教育委員会の事務の委任等 

に関する規則」により区長に委任している。 

（資料９ 「教育委員会の事務の委任等に関する規則」） 

   ・学校が必ずしも通学区域の真ん中に位置していない等ことから、必ず 

しも通学区域の学校が、通学距離が近くて安全であるとは限らない場 

合がある。 

   ・北区、中央区には、数度の統合を行った小学校があり、その通学区域 

は広く、小学校の通学距離が２ｋｍを越える地域が存在する。また此 

花区、住之江区の臨海部にも広い通学区域がある一方、通学区域の面 

積が狭く、隣接する小中学校が近距離にある地域もある。 

   ・２つの行政区に跨っている通学区域（５小・中学校）がある。また、 

通学距離や収容対策等の理由により、保護者の申請により指定校以外 

の調整校にも就学できる、調整区域が特例措置として設けられている。 

（資料 10 「区をまたがる通学区域一覧（平成 24 年 4 月現在）」） 
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   ・１つの小学校区から２中学校に進学する区域や所在地が別の通学区域 

にある中学校が存在するなど、学校と通学区域の関係が変則になって 

いる地域がある。（資料 11 「進学中学校が 2 校ある小学校一覧」） 

 

③ 調整区域 

・本市では、学校の統廃合や、過大校解消のため分離新設、区画整理な 

 どの場合に、地域の意見を調整したうえで、「調整区域」を設けてい 

る。これは、一部の地域に住む児童生徒について、通学区域の学校を 

指定校とするが、調整校として他の学校（「調整校」）を予め定め、保 

護者の申請（希望）により、調整校に行くこともできるとしている地 

域である。現在、調整区域は、１１地域（８区）で設定されている。 

（資料 12 「調整区域一覧（平成 24 年 4 月現在）」） 

・「小学校及び中学校の通学区域の設定並びに変更に関する方針」にお 

 いて、「暫定調整は、出来うる限り通学区域の変更を前提に行うこと」 

 と規定されており、調整区域は、あくまで限定的なもので、特例的な 

措置としている。調整区域の設定についても、区長が、地域の意見を 

調整して、教育委員会と協議の上、決定している。 

    （資料 13「小学校及び中学校の通学区域の設定並びに変更に関する方 

針」） 

 

(3)  現在までの経緯 

・本市は、住所地による通学区域を設定し、これまでこの通学区域に基づい 

て学校を指定してきている。 

・いわゆる越境入学・通学とは、実際の居住地（生活の本拠地）以外の地 

を住所地として虚偽の住民票の登録を行い、本来就学すべき学校以外の 

学校へ就学すること、すなわち不正な住民登録に基づく就学の形態であ 

る。 

 ・昭和２０年代半ば以降、越境入学児童生徒数が増加し、昭和 30 年代半 

ばには、このような不正な居住区域外の就学、いわゆる越境入学・通学 

の事例が後を絶たず、学校管理の適正が難しいとのことから啓発活動や、 

適正校区への転校を促すなど、ＰＴＡなどの協力を得て、越境入学防止 

の取り組みを行った。しかしながら昭和 43 年当時の就学実態は、小中学 

校の越境通学者は約 10％と、児童生徒 10 人につき 1 人が越境通学をし 

ている状況であった。 

・この状況は、教育の機会均等や人間尊重の精神といった教育本来の目標 
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をゆがめ、また、地域の人たちとの交流が図れないという生活指導面の 

課題を生じさせているなど、子どもたちの教育環境にとって、決して好 

ましい状況ではなかったことから、昭和 43 年に越境入学防止対策基本方 

針を制定した。この時に、併せて指定校以外の学校に就学する指定外就 

学について、基準の整理がなされた。 

・その後、この方針に基づいて、越境入学防止の啓発ビラを全保護者に配 

布するなど、様々な取り組みを行った結果、昭和 50 年には越境通学の状 

況が 0.03％まで大幅に改善し、現在（平成 23 年 8 月 15 日時点）では、 

越境通学者は、小学校 0.02％、中学校 0.01％という状況になっており、 

現在も、越境入学・通学という不適正な就学の解消に向けて取り組んで 

いる。 

 

  ・前述の国の規制緩和の流れの下で、通学区域の弾力化が促され、平成 15 

年に学校教育法施行規則が改正され、学校選択制が規定されたが、平成 

20 年度に、卒業前の転居は、最長２年間の指定外就学を認めるなど、指 

定外就学の許可基準の一部見直しを行ったものの、これまで本市として、 

就学制度全般について、本格的な検討を行ってこなかった。 
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４ 各区の区民の意見集約について 

(1)  各区の学校教育フォーラムやアンケート結果（平成 24 年 8 月末時点） 

・市長就任後、3 月より各区長は、学校教育フォーラム等を開催し、学校選 

択制の他都市の事例を紹介し、区民の意見を聴いている。5 月末には、24 

区でフォーラムを実施し、以降、当事者である保護者を中心にアンケー 

トを実施したり、小・中学校区単位で、区ＰＴＡと連携して、保護者と 

の意見交換会等を実施するなど、現在も、様々な手法で、当該区に学校 

選択制を導入するのかどうかについて、各区で保護者を中心とした区民 

の意見を聴いているところである。 

  ・現在、特に小学校は、現行の就学制度のままでよいのではないかという 

意見、学校選択制には、学校と地域との関係や児童、特に小学生の登下 

校の安全確保、風評等による学校選択、特定の学校に集中することなど 

による児童生徒数の偏り等に課題があり、導入するべきではない、ある 

いは、導入は慎重に検討するべきであるという意見、さらに通学の距離 

や安全などの理由がある場合であれば、指定外就学という制度により通 

学区域外の学校に就学を認めればよいのではないかとする意見などが出 

ている。 

・一方で、保護者が自分の子どもの可能性を伸ばしてくれる教育を選択で 

きることは、良いことであるとする意見、すべての子どもたちの学習権 

が保障された上で、子どもや保護者が学校を選択することは、権利であ 

るという意見、障がいのある児童生徒の保護者の一部からは、特別支援 

学級の教育活動の内容で選択させてほしいという意見、中学校では、通 

学区域の学校に希望する部活動がない場合、その部活動のある通学区域 

外の学校に就学したいという要望などがある。 

・子どもや保護者の意向に一定応えることができるよう、現行就学制度の 

改善を図る必要があると考える。 

  ・区民の意見集約にあたっては、就学制度の利用者である、今後小中学校 

に就学する子どもの保護者の意見、特にいわゆるサイレントマジョリテ 

ィの意見をどのように汲み上げるかが重要である。 

   （資料 14 「各区の学校教育フォーラムの開催状況一覧」、資料 15 「学 

    校教育フォーラム等のアンケート結果一覧」） 

 

 

 

 

 



23 

 

５ 就学制度改善の考え方について 

(1)  現行の就学制度のメリット及び問題点 

① メリット 

   ・学校と家庭、地域が連携した事業の取り組みが進められる。 

   ・学校が抱える課題(例えば、「学校の荒れ」や「いじめ」など)に対して、 

保護者や地域の協力が得られやすい。 

   等が挙げられる。 

 

② 問題点 

 ・学校の通学区域内の位置関係によって、必ずしも通学区域の学校が距 

離が近くて安全であるとは限らない場合がある。また、北区、中央区 

には、数度の学校の統合により、広い通学区域がある。また一部では 

あるが、一つの小学校の通学区域が２つの中学校の通学区域に分かれ 

ていたり、学校が、隣の学校の通学区域内に位置している場合がある 

など、変則的な通学区域が幾つか存在する。 

・現在、住所地により就学する学校を指定しており、事情がある場合、 

指定校以外の学校に就学できる、本市の指定外就学の基準が他の自治 

体と比べ、項目が限定されており、例えば、通学の距離が近い又は安 

全な場合等の理由で隣接する学校に就学することができない、通学区 

域の学校に活動したい部がない場合などの項目はなく、厳格に運用さ 

れており、子どもや保護者の意向に十分に応えられていない状況があ 

る。 

   

(2) 就学制度の改善に向けた観点 

本市の小・中学校に就学する子どもの最善の利益を図るため、次の観点

から、現行の就学制度の改善を図る必要があると考える。 

・こどもや保護者の意向に応えていく。 

・通学上の安全、いじめ等心身的な事情により特に教育的な配慮を要する 

子どもたちの課題の解消を優先する。 

・学校教育の活性化を図る。 

・各区の実情に応じて、改善の手法を選択できるようにする。 

・学校と地域との関係について整合性を図るなど、課題に対応する。 

 

 (3) 改善の手法 

  現行の就学制度の改善を図る手法としては、①学校選択制、②指定外就学

の基準の拡大、③調整区域の設定が考えられる。 
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(４)現在の通学区域制度についての考え方 

・通学区域制度は、就学すべき学校を指定する為の制度であるが、法令上 

に根拠のあるものではない。 

  ・学校選択制を実施する場合、現在の通学区域を取り払って、できるだけ 

子どもや保護者の希望を聴く機会を広げ、選択の自由度を高める学校選 

択制を考えるのか、それとも東京都区部をはじめ他の自治体が実施して 

いるように、通学区域を残して、それをベースとして、学校選択制を運 

用するのかは、保護者にとっても大きな問題であると考える。 

  ・通学区域を取り払って、学校選択制等を実施した場合に想定されるメリ 

ット及び問題点については、次のとおりである。 

 【メリット】 

 ・子どもや保護者の学校選択の自由度が増す。現在の通学区域に関わ 

  らず、希望する学校を選択できる。 

 【デメリットや課題】 

 ・子どもや保護者が希望し、かつ自宅から最も近い学校に通えなくな 

  ることが起こりうる。 

・登下校の見守りやはぐくみネット事業など、これまで連携して取り 

 組んできた学校と地域の関係が壊れる恐れがある。 

    ・各区の学校教育フォーラムや小中学校区単位の意見交換会でも、通 

学区域は残し、居住する子どもを優先するという考え方に対し、異 

論は、ほとんどなかった。 

    ・通学区域をなくすと、児童生徒の選択により学校間の児童生徒数に 

も大きな偏りが生じる恐れがある、家庭訪問や生活指導面など、学 

校運営において、いろいろな問題が起こるのではないか、また、学 

校ごとの今後の児童生徒数の見込みが困難となり、教室数の確保な 

どの収容対策、学級編制など、教育環境を整備する上で様々な面に 

大きな影響を及ぼすのではないかという意見、先ずは、自分の通学 

区域の学校に行くことが担保されて、別の学校に行くことがオプシ 

ョンであるという方が良いのではないかという意見が出された。 

 

  ・熟議としては、学校選択制は、現在の通学区域を残し、それをベースに 

運用することを前提に、制度の内容やメリット、課題を議論し、整理を 

行うこととした。 

  ・しかしながら、法令上、通学区域がない学校選択制も可能であり、現在 

の通学区域制のメリットを生かしつつ、デメリットを解消するような就 

学制度の在り方については、子どもや保護者をはじめとした市民の意向 

も踏まえ、継続して検討していく必要があると考える。 
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６ 就学制度改善の手法 

  小学校、中学校ごとに次の手法を検討する。 

(1) 学校選択制  

① 自由選択制  

当該区内のすべての学校について、選択を認める制度。 

・小学校の場合、他の自治体（東京都江東区、江戸川区）でも、通学距 

離、通学時間の条件を付している。特に、小学生においては、通学の 

負担を考慮する必要があることから、自由選択制を採用する場合には、 

一定の通学距離（小学校は、○.○ｋｍ以内、中学校は、○．○ｋｍ以 

内）、通学時間（例えば、小学 1 年生が徒歩で３０分以内）の条件を付 

す手法が考えられる。 

   ・また、通学区域の形状によっては、隣接する通学区域ではないが、当 

該学校と距離的に近い区域があり、その区域に居住する子どもや保護 

者の選択を考慮する必要がある場合など、自由選択制を採用し、一定 

の通学の距離、時間の条件を付す手法も考えられる。 

 

② ブロック選択制 

当該区内を幾つかのブロックに分け、そのブロック内の学校について、

選択を認める制度 

   ・この場合、区の地理的事情や地域性等を考慮し、現在の通学区域以外 

    にブロックを設定する必要がある。 

   ・小学校の場合、ブロックを同一中学校区とすることも考えられる。 

・区内をブロックに分けた時、ブロックは、ある意味一つの拡大した通 

学区域であることから、ブロックの境界に居住し、ブロック内のどの 

学校よりも、隣のブロックの学校が近い、又は安全であるという場合 

が生じる。その場合は、隣のブロックの隣接する学校も選択範囲とし、 

ブロック選択制と隣接区域選択制を組み合わせる方法も可能である。 

 

③ 隣接区域選択制  

当該通学区域と隣接する通学区域の学校について選択を認める制度。 

・区内の隣接する通学区域の学校から選択できる。 

・他都市においては、特に小学校の場合、通学の距離、時間など通学負 

担を考慮して、保護者が学校を選択する傾向があることから、隣接区 

域選択制を実施している自治体が多い。 

    ・他都市での実際の学校選択の結果を見ると、ほとんどの児童生徒は、 

住所地の通学区域の学校か、それと隣接する通学区域の学校の範囲内 

の学校に就学している。 
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④ 特定地域選択制  

     従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する者について、 

学校選択を認める制度 

・区内の特定の地域に限定し、選択可能な学校をあらかじめ決め、そ 

 の学校を選択できるようにする。本市でいう「調整区域」に類似し 

た制度であり、特定地域選択制との関係は、今後、整理する必要が 

あると考える。 

・区内全域では、自由選択制、隣接区域選択制、ブロック選択制を実 

施しない場合で、区内の一部の地域に限定して学校を選択したいと 

いう要望等がある場合などに実施することができる。 

 

⑤ 特認校 （施設一体型小中一貫校） 

 従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に 

関係なく、当該市内のどこからでも選択を認める制度 

・特定の学校について、通学区域を越えて市内のどこからでも選択を 

認める。 

・施設一体型小中一貫校（東住吉区 1 校、平成 26 年度、東淀川区 1 

校予定、平成 27 年度、西成区 1 校予定）については、現在の通学区 

域に居住する子どもを優先したうえで、市内全域からの就学を認め 

る方向で検討している。 

 

(2) 指定外就学の基準の拡大 

 ・基準の拡大について、検討する内容は、①通学の利便性など地理的理由、 

  ②部活動など学校独自の活動、③その他（きょうだいへの配慮、小学校か  

ら中学校への継続した指定外）である。 

・平成 20 年 3 月 31 日付通知「学校教育法施行令第 8 条に基づく就学に関 

する事務の適正化等について」（文部科学省初等中等教育局長）において、 

指定校の変更が認められてもよい事由として、文部科学省は、累次の通 

知において「いじめへの対応、通学の利便性などの地理的理由、部活動 

等学校独自の活動等」を示している。具体的にどのような事由について 

就学校の指定の変更が認められるかについては、地域や学校の実情に応 

じて、最終的には各市町村教育委員会が判断するものであるとしている。 

 

① 通学の利便性など地理的理由 

(例１) 指定された学校よりも隣接校の方が、通学距離が短い場合 

(例２) 自宅から学校までの徒歩で安全に通学できる経路の最短距離 

   が、小学校では、○ｋｍ以上、中学校では△ｋｍ以上あって、 

指定された学校より近い学校がある場合 
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② 部活動等学校独自の活動 

(例１) 就学するべき学校に希望する部活動がない場合 

(例２）転校することとなる学校に従前の学校で取り組んでいた「部 

活動」がないが、継続して取り組みたい場合 

 

・いじめへの対応については、本市では、平成 9 年より指定外就学の基 

準の項目としている。 

・平成 20 年度の指定外就学の基準の見直しに際して、①通学の利便性 

など地理的理由、②部活動など学校独自の活動についても議論、検討 

を行ったが、基準として認められてこなかった。 

 

③ その他（きょうだいへの配慮、小学校から中学校への継続への配慮 

ａ きょうだいへの配慮 

・兄姉が指定外就学により通学区域外の学校に就学した場合、現行 

では、その弟妹が指定外就学の基準に該当しなければ、兄姉の在 

学する学校には就学できないことになっている。 

      ・現状では、例えば兄や姉が小学校 5 年生、弟妹が小学校 3 年生で、 

      年度途中に通学区域外に転居をした。兄姉は、希望すれば小学校 

卒業まで、転居前の学校に就学できる。しかし弟、妹は、年度末 

まで転居前の学校に就学できるが、4 年生に進級した時には、転居 

後の学校に転校することになる。その際、保護者から、兄姉が在 

学中は、弟妹も引き続き転居前の学校に就学させたいという要望 

がある。 

 

    ｂ 小学校から中学校への継続への配慮 

・指定外就学によって、進学中学校が異なる小学校に就学し、その 

小学校を卒業したが、現行では、進学中学校は、住所地による通 

学区域の中学校に就学することになる。 

・例えば、前述ａの転居のケースでいうと、転居前の小学校と転居 

後の小学校で、進学中学校が異なる場合は、転居前の小学校を卒 

業した兄姉は、友人が進学する中学校ではなく、転居後の通学区域 

の中学校に進学することになる。この際、小学校の友人関係から、 

転居前の校区の中学校に就学したいという要望がある。 

 

 

(3)調整区域の設定 

・学校選択制を実施しないが、通学の安全等の理由で、保護者、地域から 

の要望等が強く、一部の地域に限って、特定の学校への選択を認める必 
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要がある場合は、調整区域を設定して、通学区域の学校以外に、保護者 

の希望により就学できる学校（調整校）を定めて、運用することも一つ 

の手法であると考える。 
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７ 各手法の概要について 

  熟議では、就学制度の手法の基本的な内容やメリット及び課題について議 

論を行った。各手法の標準モデルとメリット及び課題に関する意見は、次の 

とおりである。 

(1)  学校選択制について 

① 基本内容について 

   a 選択の機会・対象者 

     ・選択する機会としては、小中学校に入学する際の 1 回のみとする。 

・対象者は、翌年度に小・中学校に入学予定の区内在住者とする 

・入学後、例えば進級時などで、学校を選択することはできないこ 

ととする。特別な事情があれば、指定外就学で、他の学校に転校 

することも可能であり、卒業までその学校に通学することを前提 

に、選択希望するよう保護者に周知し、理解を求める。 

      ・いじめ等、特別な事情がある場合は、指定外就学で認めればよい 

という意見、また学校選択制でも優先扱いで就学できるようにす 

ればよいという意見があった。 

・進級時の選択のやり直しについては、実際に入学してみないと分 

からないことがあるという意見があったが、一方で、何度も転校 

し、いくつかの学校を渡る子どもが出てくる恐れがある、又入学 

時に選択するのも、選択した保護者の責任であるなどという意見 

が大勢であった。 

      ・転入者については、住所地の通学区域の学校を指定することとし、 

例えば、通学の距離が近い、安全である等の理由に該当すれば、 

指定外就学を認めることとする。また、選択範囲の学校のうち、 

受け入れが可能な学校から選択できるとする方法もある。ただし、 

この場合、通学区域内の児童生徒だけで教室不足になる可能性が 

あり、受け入れができない学校や抽選実施校・学年は除くとする。 

・在校生については、学校選択の対象外とするが、認められる理由、 

例えば、通学の距離が近い、安全である等に該当すれば、指定外就 

学を認めてもよいのではないかと考える。 

 

ｂ 選択できる範囲 

 ・当面、一つの行政区内での学校選択とする 

 ・通学区域は残し、通学区域内に居住する児童生徒は、必ず通学区 

域の学校に就学できるとする。 

     ・特に小学校の学校選択の場合は、児童の通学距離、時間に配慮す 

る必要があり、一定の通学距離、通学時間の条件を付す方法が考 
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えられる。 

     ・中学校は、小学校と異なり、制限なく区内自由に選択してもよい 

という意見がある一方、小学校、中学校ともに、隣接区域選択制、 

ブロック選択制、区内自由の選択範囲の如何に関わらず、その上 

位規範として、小学校、中学校別に通学距離や通学時間の条件を 

付すべきであるという意見がある。 

     ・また、区を跨いで、学校がすぐ近くにあるのであれば、区外のそ 

の学校に就学できるようにするのが、子どもにとってはプラスで 

あるという意見や、区外であっても、指定外就学の基準で対応で 

きるのではないかという意見がある。 

 

ｃ 各学校の受け入れ 

・本市の場合、通学区域に居住する児童生徒だけで教室不足になり、 

収容対策が必要となる可能性のある小学校が約 4 分の 1 もある。 

 ・学校の教室数には限りがあり、施設収容面の制約がある。他都市 

では、学校の施設収容の範囲内で、通学区域外の児童生徒を受け 

入れるとしており、学校選択のための増築等の対応は行っていな 

い。 

    ・本市においても、学校選択制の実施による生徒数の増加を理由とし 

     た増築等の対応は、原則行わない。 

・学校施設（教室数）の収容面で、通学区域外からの受け入れが可 

能な学校を対象に実施する。 

     ・毎年度、５～7 月頃、各学校の施設状況や通学区域内の児童生徒数 

の見込み等を考慮し、翌年度の学校ごとに受入れ可能人数を決め 

る。現在、教室は、習熟度別尐人数授業等でも使用しており、そ 

の点も考慮して、受け入れ人数を算定する必要がある。 

・通学区域内に居住する児童生徒だけで教室不足となる可能性が高 

い学校については、受入れ制限を行う。この学校については、通 

学区域外の児童生徒は、選択することができない。 

・実際の受け入れ人数は、年度途中の転入者等で学級数が増えない 

ように考慮する。 

・学校の教室数に余裕がある場合であっても、受け入れ可能な学級 

数は、通学区域内の就学予定の児童生徒数の学級数に１学級分の 

増加を上限とする。 

     ・学校側の体制の課題として、新年度、ぎりぎりまで受け入れ人数 

が固まらず、学級数が微妙なところで変わると、教職員定数が変 

わり、場合によっては、１学級で 2 人減じたりする場合も生じる 

という意見が出された。学校選択制の事務スケジュールと学級編 
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制、教員配置等のスケジュールとの整合性をとる必要がある。 

 

ｄ 学校選択の希望調査 

       ・毎年秋頃、翌年度入学予定者全員に、「学校案内」、学校希望調査 

票を送付する。 

・学校選択の希望者は、定められた期間内に申請書を提出する。通 

学区域の学校を希望する場合は、申請書の提出は不要とする。 

・希望調査の結果については、ＨＰ等で公表する。 

・保護者から希望調査票の提出がなければ、通学区域の学校を希望 

する者と見なす。 

・１～２週間程度の希望変更期間を設け、希望の変更を受け付ける。 

変更申請を加えた希望調査の結果状況をＨＰ等で公表する。 

 

・熟議の議論では、次のような意見も出された。 

・選択希望する学校を 1 校に限定せず、希望順位を付けて、複数校 

を希望できるようにすれば、選択の自由度も増し、より保護者の 

意向に応えることができるという意見、子ども本人が自分でこの 

学校を選択するという意思確認の仕組みを入れてほしいという 

意見も出された。 

 

ｅ 抽せん 

     ・選択希望者が多く、各学校の受け入れ可能人数を超える場合は、 

その通学区域内の児童生徒は、就学できるものとし（通学区域以 

外からの入学希望者を対象として）公開抽選により、入学者を決 

定する。 

・抽選で当選しなかった場合は、補欠として順位をつけて登録する。 

・抽せん実施校については、国立、私立に入学する児童・生徒等の 

数に応じて、小学校は１月末頃まで、中学校は２月中旪頃まで補 

欠者の繰り上げを行う。繰り上げにならなかった場合は、通学区 

域の学校を指定校とする。 

 

ｆ 選択における優先 

(ａ)通学区域内に居住 

・学校選択制を実施している自治体では、通学区域内に居住する 

児童生徒が、住所地の通学区域の学校を希望する場合、必ず入 

学できるという運用を行っている。 

 

（ｂ）きょうだい関係 
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・通学区域外の学校を選択し、就学した兄姉が在学する弟妹につ 

いては、抽選において優先扱いとする自治体もあれば、優先扱 

いとせず、抽選対象としている自治体がある。その自治体では、 

きょうだいで同じ学校に就学を希望するのであれば、通学区域 

の学校（入学が保障されるため）に就学してくださいと保護者 

に周知を行っている。 

・双子など新１年生同士の兄弟姉妹の場合は、申請により１組と 

して取り扱う。 

 

（ｃ）自宅からの距離 

・通学区域外の学校の希望者には、自宅からの通学距離の近さや 

  安全面で優先してほしいという意見も想定される。例えば、通 

学区域外であるが、自宅から学校までの距離が至近（○○○ｍ 

以内）である区域に居住する場合、優先扱いとするかどうか。 

 

（ｄ）進学中学校 

      ・小学校への入学時に進学中学校の異なる校区外の小学校を選択 

       した場合、中学校進学時には、小学校の友人関係、小中連携に 

配慮し、進学中学校を希望する場合は、優先扱いとするかどう 

か。 

 

・ただ、本市においては、教室など、学校の施設収容面には限りが 

あり、希望するすべての児童生徒を受け入れることができない状 

況にあり、また、熟議においても、通学区域内に居住する児童生 

徒は、必ず通学区域の学校に就学できると整理したので、施設収 

容面に制約がある学校については、このことを踏まえた検討を行 

う必要がある。 

     ・（ａ）～（ｄ）以外に、障がいのある児童生徒やいじめ等、心身的 

な事情により特に教育的な配慮を要する方については、入学時の 

選択希望においても優先する必要があるという考え方がある。 

（７（５）「障がいのある児童生徒等の就学」） 

 

ｇ 通学 

・通学は、小中学校ともに原則徒歩であり、自転車の利用は禁止して 

いる。例外的に公共交通機関の利用を認める場合はあるが、費用は、 

保護者負担とする。 

・広い区になれば、自転車で通わせてほしいという要望が出ると思わ 
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れるが、自転車通学については、交通事情や安全面等から原則禁止 

で良いのではないかという意見が多かった。 

     ・他都市では、通学距離等、通学の負担や安全を考慮し、保護者の 

責任において学校選択の希望申請を行うよう周知している。 

・現行、指定外就学の許可には、申請書に、保護者の責任において通 

 学の安全を確保することが要件となっている。また、指定外就学に 

 おける通学の費用は、保護者が負担している。 

 

ｈ 学校選択のための情報提供  

  子どもや保護者が学校を選択するにあたり、学校が、子どもや保 

護者に対し、どのような情報を、どのように提供するのかについて 

は、非常に重要であり、例えば次のような提供方法がある。 

    ・学校選択制の制度内容や手続き、各学校の教育目標、教育方針、 

教育活動の内容等を紹介した「学校案内」冊子を作成し、翌年度 

の入学予定者全員に配布する。 

・各学校は、希望調査期間等に、学校公開、学校説明会を開催する。 

・学校見学や学校のＨＰの充実に取り組む。 

 

【学校の情報提供の在り方に関する主な意見】 

・学校側から教え方などの情報提供を行うとすれば、学校公開しか 

方法はないだろう。 

     ・現在、校区の小学校 6 年生の時点で、進学中学校に来て、授業体 

験やクラブ体験を行っている。また、中学生の生徒会が校区の小 

学校に出向いて、中学生になればこういうことがあると話をして 

おり、小中の連携の中で内容の濃い学校紹介ができている。 

・学校の教員の姿勢や取り組みの濃さなどは、保護者が知りたい情 

 報である。 

・良い情報をオープンにすればいいということではない。 

・保護者が欲しい情報と、学校が提供できる情報とがマッチしてい 

 ないことが問題である。 

・学校公開も、1 日ではなく一週間程度の期間は必要である。 

・学校がどんどん情報発信していくなど、学校の情報発信の在り様 

が変われば、保護者の意識も随分と変わってくるのではないか。 

・保護者の方に、子どもが実際に活動している様子そのものを実際 

 に見てもらって、学校を選択してもらうことが大切である。 

・学校側に求めることは多いが、学校やＰＴＡ活動に関わっていな 

い方が、学校選択制になると、風評で選択行動をとるのではない 

か、学校側の情報発信も、その層までは、なかなか届きにくいの 
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ではないか 

    ・学力に関する情報提供も必要である。 

    ・中学校の場合、どこの高等学校に何人進学したのかを表すと思う。 

小学校の場合は、テストも学校独自で、他と比べてもあまり意味 

がない。 

    ・情報の種類も重要である。どの学校に何人が進学したというデー 

タがあったとしても、平均点は、ほとんど意味がない。平均点で 

は、真ん中の子どもはいないかもしれない。学校の学力がわから 

ないと行けないということになり、学力などの基準が無しでは、 

済まないと思う。 

      ・保護者は、おそらく数値で学力を図ると思う。 

      ・学力が矮小化されてしまう懸念がある。学力は、学力テストの結 

果や進学先になりがちだが、学力とは、生涯にわたって、自分で 

色々なものに関心を持って学んでいこうとする力や学び方を身 

につけることだと思う。 

    ・教育委員会は、学校別の学力テストの結果は開示しないとしてい 

るが、もし学力テストの結果が開示されれば、格差の助長や序列 

化につながることが危惧される。 

    ・風評と情報提供は、互いに関連がある。子どもや保護者には、で 

きるだけ詳しく正確な情報を提供し、正しい判断をしてもらうこ 

とが大切である。的確な情報提供は、風評を排除することにつな 

がる。 

 

       ・保護者が子どもの教育のために、より良い学校選択を行うことが 

でき、かつ入学後に学校の教育活動への参加を促すような情報提 

供が必要である。 

・学校を選択する場合には、選択した学校に対して、積極的にその 

学校の教育活動に参加したり、協力したりすることが期待されて 

いるということを保護者に伝えることも必要ではないか。 

 

 

 ｉ  適正就学の取り組み 

・他都市では、制度の公平・公正な運用を確保するため、転入者に 

対して生活実態調査を行っている。虚偽の住民登録により、住所 

を偽って入学したことが判明した場合、入学後でも転校していた 

だくことがあると注意喚起を行っている。 

       （例）『学校選択制の公正な運用のため、必要に応じて住民登録地 

          への生活実態調査を行います。』 
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     ・希望校の通学区域に居住すれば、無抽選で就学できるとしている 

ことから、生活実態のない住所地に住民登録を行うケースが、実 

際に起こっており、職員が生活実態調査（実地調査）を行うなど 

不適正な就学の防止の取り組みを行っている。 

・学校選択制を実施した場合、他都市事例からも、不適正な就学が 

生じ、保護者への周知や生活実態調査などを行っていることから、 

適正就学、越境入学・通学防止の取り組みを行う必要があると考 

える。具体的にどのような取り組みを行う必要があるのか、検討 

する必要がある。 

・今後も、区長を委員長とする各区の適正就学推進委員会を中心に 

不適正な就学を防止するため、継続して取り組んでいく必要があ 

ると考える。 

・本市では、これまでより様々な人権課題について正しい理解と認 

 識をもって行動していただけるよう、啓発等の取り組みを行って 

 きており、今後も引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

② 学校選択制のメリット 

実施している自治体が掲げている学校選択制のメリットは、主に次

のとおりである。 

・子どもや保護者が学校を選ぶことができる 

・子どもや保護者が、学校教育に深い関心を持つ 

・特色ある学校づくりが進められ、学校教育の活性化が諮られる 

・開かれた学校づくりが進む  

等 

      

     ａ 子どもや保護者が学校を選ぶことができる 

     ・他都市では、子どもの個性に応じた学校教育を選ぶことができるこ 

とがメリットであるとしている。 

      ・熟議では、主に次のような意見が出された。 

      ・学校選択制は、基本的に、その学校を選択する理由を問わないこと 

から、選択の自由度が高くなる。また、子どもにとって、自分の行 

きたい学校に行くことができるようになることは、子どもや保護者 

にとっては、大きなメリットである 

       ・親の立場から選択の自由が広がるのはありがたい。あらかじめ決め 

られた学校以外にも選べることができるというのは、歓迎されるの 

ではないかという意見、子どもや保護者が、行きたい学校に行ける 

ことがメリットである。 

・関係法令の規定は、子どもたちが就学する学校の指定について、保 
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護者が意見を言う機会を保障しようとしている、それが、選択制の 

根拠になっており、誰でも、どんな学校に行きたいのか意見を表明 

できるということである、また行政からの就学校の指定とは、本質 

的に異なり、教育を創るという観点から、それが最も重要なことで 

あるという意見があった。 

・何かの理由で学校の状況が悪くなり、それを立て直すために努力を 

することは、地域の力を借り、保護者の理解を得て取り組んでいく 

ことなので、大きな営みだが、学校選択制になると、その学校に行 

くのは止めようという選択になるのではないか。 

 

ｂ 子どもや保護者が、学校教育に深い関心を持つ 

・他都市では、子どもや保護者が自ら学校を選ぶことにより、学校の 

教育活動等、学校教育に関心を持ち、より積極的に関わろうとする 

ことが期待できるとされている。 

・学校教育への関心について、主に次のような意見が出された。 

・保護者が関心を持つのは、学校を選択する時だけで、入学した後は、 

遠いなどの事情で、学校やＰＴＡの活動には、それほど関わらない 

のではないかという意見があった。 

 

ｃ 特色ある学校づくりが進められ、学校教育の活性化が図られる 

  ・小中学校の特色については、主に次のような意見が出された。 

・小学校の場合の特色とは、学習指導要領に基づいてすべての子に同 

 じ教育をすることが大前提だが、例えば、読書に力を入れることや 

 音楽集会など、音楽に力を入れる、あるいは日記を継続して指導し 

 ているなど、学習の重点をどこに置くかということが特色である。 

 例えば、1 年生から 6 年生までの子どもたちが小集団で、縦割りと 

 言われる活動に力を入れるなどに重点を置いている学校もあると 

か、あるいは地域の特色として、ゲストティーチャーに来て頂くと 

か、町工場に見学に行くとか、そういった地域の特色を生かすとい 

うことが学校の特色である。 

     ・地域と学校の関係は、特色ある学校づくりの一つである。例えば、 

小学校で伝統野菜を作る授業で、地域のボランティアの方に植え方 

を一緒に教えてもらうなど、学校の特色というのは、地域の特色だ 

と思う。せっかくこの校区にいるなら、この校区の特色ある学校に 

来てほしいというのも、一つの特色づくりだと思うという意見や学 

校で、一番重要な特色というのは、一人一人の生徒に教員の目が行 

 き届くということが一番大事だと思うという意見が出された。 
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     ・特色ある学校づくりのための方策について、他の自治体では、学校 

長に裁量予算を付与したり、学校が企画した内容について、教育委 

員会が審査し、予算を査定して、学校長に裁量予算を付与している。 

また、特別な措置はなく、既存事業（文部科学省の研究指定校等） 

      を活用しているという自治体もある。 

 

     ・特色ある学校づくりのための方策については、校長や教員の人事異 

動や校長の権限強化、教育委員会等の支援について、次のような意 

見が出された。 

・校長が異動する、教員も 7 年くらいで異動する中で、先生が発信す 

る特色というのは難しい面があり、地域的な特色になると思う、学 

校選択制を実施するのであれば、固定化するなどこれまでの人事異 

動のルール自体を見直すことも検討する必要があるのではないか 

という意見がある。 

・特色ある学校づくりを進めるためには、学校長に予算や人的措置の 

権限を付与するか、教育委員会あるいは区から支援を行う必要があ 

るのではないかという意見も出された。 

 

ｄ 開かれた学校づくりが進む  

 ・開かれた学校づくりについては、主に次のような意見が出された。 

・開かれた学校づくり、学校がより細やかに情報を発信するという面 

で必要性は出てくるので、学校の情報発信がより細やかに出来るこ 

とになるだろう。 

   ・風評には、「あの学校は悪い」などがあるが、それも情報公開して、 

    今は、こうであるが、このように課題解決のために取り組んでいる 

    ということを情報提供することも大切である。 

・学校選択制の実施は、開かれた学校ということで、学校の教育内容 

を公開していく良い機会である。 

     ・学校が、保護者や地域にさらに積極的に情報発信することにより、 

開かれた学校づくりが進むことが期待される。 

 

  ・学校選択制のメリットに関する意見としては、これらの他に、距離が近 

い学校に行けること、小学校であれば、幼稚園の友達が多い、通学区域 

外の小学校を選べることなどである。 

・どうすれば、特色ある学校づくりや開かれた学校づくりが進み、本市の 

学校教育を活性化させることができるのかという観点で、議論し、検討 

していく必要がある。 
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③ 学校選択制の課題と対応の考え方 

ａ  通学区域外から通学する児童生徒の安全確保 

・特に小学生は、通学の負担等、遠距離通学が課題となる。 

・江東区は、自由選択制で実施していたが、小学生が徒歩で３０分 

以内に通学できる学校に限るよう条件を付した。板橋区は、小学 

校において、自由選択制から隣接区域選択制に変更した。 

     ・本市では、ほとんどの地域でＰＴＡや地域の方で、児童の登下校 

の見守り活動に取り組んでおり、学校選択制を実施した場合でも、 

引き続き見守り活動は必要である。 

・他都市の事例では、通学区域外から通学区域内の集団登校の集合 

場所まで、保護者が送り迎えをする。その集合場所から、通学区 

域内の友達と集団登下校をしており、通学区域内は、保護者・地 

域で見守り活動を行っている。通学区域外の子どもも、同じ「○ 

○区の子ども」であり、それぞれの地域の方には見守りをお願い 

している。 

・現在、指定外就学で校区外の学校に通う児童生徒の場合も同様で 

ある。 

     ・通学区域外の学校を選んだ場合、通学は保護者責任であることを、 

保護者が了解したうえで、卒業までの通学負担も考慮して、学校 

を選択してもらうよう周知に努める必要がある。 

 

ｂ 学校と地域の関係との整合性 

・他都市の間でも、それぞれの地域事情や学校と地域の自治組織と 

の関係に差がある。保護者は、学校選択制の実施に関わらず、参 

加意識が希薄である。 

      ・通学区域外の学校を選択した保護者に対しては、地域活動やＰＴ 

Ａ活動への参加を促している。 

      ・前橋市は、市内自由選択制（小学校４ｋｍ、中学校６ｋｍの範囲 

内）を実施していたが、校区外の学校を選んだ児童生徒や保護者 

が、居住地の自治会や子ども会活動への参加が尐なくなり、学校 

と地域の関係が希薄化したことなどを理由に学校選択制を廃止し 

た。 

      ・本市の場合、小学校区は、地域の自治組織の境界とほとんど一致 

している。また、学校は、地域コミュニティの核であり、地域の 

方の交流の場所であり、防災の拠点施設でもある。 

・これまで学校と地域が連携して取り組んできた「はぐくみネット」 

（すべての小学校区で実施）や「学校元気アップ地域本部事業」（76 

校区、25 年度 127 校区をめざす）など小中学校区を単位とした事 
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業は、大切であり、今後とも継続して取り組んでいく必要がある。 

・学校選択制を実施した場合、学校と地域との関係について、どの 

ように整合性をとるのか、また従来の通学区域を越えたところで 

学校と地域の連携をどのような形で進めて行くのかについて、各 

区で具体的に議論し検討する必要がある。 

 

      ・学校と地域の関係については、次のような意見も出された。 

・東京と大阪では、地域の実情が全く違う。小学校から中学校に上 

がる場合、東京は私立学校に進学する児童生徒の割合が非常に高 

く、残った生徒が公立の中学校に進学するという点、また、地域 

が学校に関わるとい点では、大きく違う。本市では、「はぐくみネ 

ット」事業などもすべての学校、地域で取り組まれており、どの 

学校でも「ある」という公的な良さがあるという意見。 

  ・ＰＴＡを卒業すると、次は青尐年指導員、災害救助隊などの地域 

活動に入っていきながら、地域の中に入っていくのが一つのパタ 

ーンとなっているが、校区外の方が、小学校と地域の結びつきの 

強いところに入っていけるのかという意見。 

      ・また、学校と地域の関係については、学校選択制を廃止した自治 

体の理由になっているので、どうしてもデメリットが強調される 

傾向になっているのではないか、もともと保護者の自治会等地域 

への参加意識が希薄になっており、果たして学校選択制が、学校 

と地域の関係の希薄化の原因だったのか、実証的な検証はないと 

いう意見があった。 

 

ｃ  学校施設収容面での制約等 

 ・学校の教室数には限りがあり、施設収容面の制約がある。他都市 
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では、学校の施設収容の範囲内で、通学区域外の児童生徒を受け 

入れるとしており、学校選択のための増築等の対応は行っていな 

い。 

・本市の場合、通学区域に居住する児童生徒だけで教室不足になり、 

収容対策が必要となる可能性のある小学校が約 4 分の 1 もあり、 

これらの学校は、通学区域外に居住する子どもや保護者が就学を 

希望しても、受け入れができない可能性がある。また、余裕教室 

が尐なく、受け入れ人数が限られる学校も多いことから、希望者 

が受け入れ人数枠を超える場合は、抽選により就学者を決定せざ 

るをえず、結果として、子どもや保護者の学校選択の希望が叶わ 

ない場合が生じる。 

・東京都江東区など、児童生徒の過度な移動が生じないように、学 

校の受け入れ人数や学級数に上限を設定し、学級編制や教員配置 

への影響も抑制するため、それを超える場合は、受け入れないと 

変更した自治体もある。 

     ・学校選択において、子どもや保護者の学校選択の機会を広げ、自 

由度を増すためには、例えば、第 2 希望、第 3 希望など、複数の 

希望を聴く方法も考えられるのではないかという意見も出された。 

 

     ・その他、学校選択制の課題として、主に次のような意見が出され 

た。 

・他都市では、学校選択の結果、一部で、特定の学校に児童生徒が 

集中することなどにより、学校間で児童生徒数の偏りが生じる事 

例が見受けられる。 

・施設の新しさや学校の立地条件、風評など、学校側の努力だけで 

改善できないような理由で学校が選択される事例も見受けられる。 

    ・風評等で学校選択がされないように、学校は、子どもや保護者に 

タイムリーに、詳しく正確な情報を提供し、保護者の方に適切な 

判断をしてもらうようにするべきである。 

     ・選択されなかった学校に対して、どのように支援を行うのか。何 

らかの教育的な課題があるのであれば、その課題を克服できるよ 

う支援をすることが必要である。 

      ・風評や偏見等で特定の学校を避けるような選択行為がなされない 

       よう、保護者への周知や啓発に努めなければならない。 

     ・現在は、小学校と進学する中学校で、事前に個々の子どもたちの 

情報の連携が図られているが、学校選択により進学中学校が多岐 

にわたることになり、事前に情報が貰えず、連携が難しくなるの 

ではないかと言う意見がある。



41 

 

   学校選択制を実施する場合、各区で、子どもや保護者に制度の内容や手 

続きについて、丁寧な周知を図り、希望調査時においても、保護者向けア 

ンケートの実施などにより、制度の利用者である子どもや保護者の意向の 

把握に努める必要がある。また、区と教育委員会が連携して、定期的に学 

校選択制の検証を行い、必要な改善を図っていくべきである。 

 

 

(2) 指定外就学の基準拡大について 

① 拡大する内容の検討について 

ａ 通学の利便性などの地理的理由 

通学距離が近い、又は通学が安全な場合 

・政令市で、通学の利便性等の地理的理由を基準としている場合では、 

自宅から学校までの徒歩で安全に通学できる経路の最短距離が、小 

学校では、２ｋｍ以上、中学校では３ｋｍ以上あって、指定された 

学校より近い学校がある場合としている。本市の場合、これを基準 

とすれば、該当する児童生徒は、特定の区域に限られ、人数もごく 

わずかである。なお、現在、通学区域の学校に就学し、この条件に 

該当し、公共交通機関を利用して通学する場合、無料乗車証を交付 

して補助を行っている。 

・東京都区部では、例えば、小学校２ｋｍ以上、中学校３ｋｍ以上と 

いう自宅から学校までの通学距離の条件を付けていない自治体もあ 

る。例えば、通学区域の学校と比べて、通学距離が明らかに近い、 

自宅からの距離が至近であるなどの基準を設けている。 

・自宅の目の前に学校があって、校区の学校が徒歩で 30 分も歩かない 

といけない場合もあるので、基準を緩和して、そういう場合には、 

通学区域外の学校への就学を認めるべきであるという意見がある。 

・保護者のニーズに応えられるよう、通学距離、時間等の具体の条件 

を検討する必要がある。 

 

ｂ 部活動等学校独自の活動 

(例１) 就学するべき学校に希望する部活動がない場合 

（例２） 転校することとなる学校に従前の学校で取り組んでいた 

「部活動」がないが、継続して取り組みたい場合 

・政令市や東京都区部など、他の自治体では、例２については、基

準として認めている。例 1 については、例えば、小学校５～６年

生の 1 年間ないし 2 年間に希望するスポーツを地域等で行ってい

た実績という条件を付している自治体が多い。また、就学できる
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学校の範囲を、例えば隣接する学校や区内に限定している。 

・条件として、入学以前に取り組んでいた実績の有無をどう考える 

のか。就学できる学校の範囲をどこまで認めるのか。認める範囲 

や条件によっては、学校選択制よりも、子どもや保護者の意向に  

応えることが可能となる。 

 ・その一方で、広範囲に指定外就学を認めた場合、いわゆる「勝利 

至上主義」にならないかという懸念があり、部活動としての在り 

方の議論が必要であるとともに、指定外就学の運用についても、 

検討する必要がある。 

・部活動については、学校選択制の希望理由であって、どうしても 

この学校ではなく、あの学校という指定外就学の理由にはならな 

いのでないかという意見がある一方、地元の学校へ行く安定感を 

選ばず、敢えて別の学校のクラブに委ねるのは、子ども本人、保 

護者の強い気持ちで判断する必要があると思うので認めても良い 

いという意見もある。 

 

ｃ その他（きょうだいへの配慮、小学校から中学校への継続した指 

定外） 

     ・兄や姉が指定外就学により通学区域外の学校に就学が許可され、 

弟、妹が兄姉の在学する学校に就学を希望（申請）した場合、き 

ょうだい関係に配慮して、その学校への指定外就学を認めるよう 

にするべきであると考える。 

     ・また、指定外就学によって、進学中学校が異なる小学校に就学し、 

その学校を卒業した場合、保護者の希望（申請）により、卒業し 

た小学校の進学中学校に、友人関係への配慮や小中連携を考慮し、 

指定外就学を認めるようにするべきであると考える。 

 

  ・指定外就学であげられている理由の中でも、いじめへの対応や心 

   身的な事情により特に教育的配慮を要する場合などの理由につい 

   ては、どうしてもその学校に就学させなければならない優先的な 

     理由であるという考え方がある。 

   ・指定外就学の基準をどの程度まで緩和するべきか、意見集約する 

   必要があるのではないかという意見がある。 

 

② 各学校で受け入れ枠の設定、申請受付、公開抽選、通学等 

   ・学校は、教室数など施設面での制約があり、指定外就学の申請者 

     が多くなれば、学校選択制と同様な仕組みが必要となる。 
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  ・また、通学区域外の学校に通学する児童生徒の数が、現状の０． 

   ６％から、例えば 1 割～2 割に増えるのであれば、通学の安全確保、 

     地域との関係など、学校選択制と同様の観点からの議論・検討が 

   必要である。 

       ・学校選択制を実施していない東京都の区では、指定校変更の基準 

      を緩和しているが、利用者が多く、教室数など施設収容面で限り 

      があるため、各学校で受け入れ可能な人数を設定し、就学通知以 

      降に一定期間を設けて、申請受付をしている。受け入れ人数を超 

      える場合は、抽選を行っている区もある。 

       ・学校選択制を実施している区では、通学の距離や部活動について 

            は、学校選択の理由の一つとして、指定外就学よりも学校選択制 

       による選択を優先している。受け入れできない学校や抽選実施校・ 

       学年については、転居やいじめ等による場合などの理由により変 

      更する場合を除き、指定校の変更ができないこととしている。 

     ・指定外就学についても、学校の受け入れの制約を受け、基準に該 

      当する者が全員、許可されないのであれば、転居、いじめ等によ 

      る場合等と通学の距離、部活動を理由とした場合を同等に扱うの 

      は、適当ではないのではないか。転居やいじめ等による場合は、 

      必ず就学できるようにし、通学の距離や部活動等の理由より優先 

      する必要があるのではないかと考える。 

 ・指定外就学の場合、個々に申請理由など基準を定め、審査して決 

  めており、受け入れ等の制限がかかることや抽選、申請の受け付 

  け方法など運用についてもよく検討し、保護者への十分な周知と 

  理解を求めていく必要がある。 

 

③ 指定外就学の基準の拡大のメリット 

・通学区域以外の学校に就学する基準を定め、その基準に合致するか 

どうかについて審査をして許可することから、通学区域外の学校に 

就学する必要性が高く、理由のある児童生徒を就学させることがで 

きる。 

・風評等により、ある学校を避けるために、通学区域以外の学校に就 

学することを一定防止することができる。 

 

④ 指定外就学の基準の拡大の課題と対応の考え方 

・指定外就学は、保護者の申し立てによるものであることから、保護 

者が制度を知らなければ、利用されないことになる。現行の基準も 

ＨＰで公表し、保護者への周知に努めているとはいえ、保護者に、 
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この制度が十分に周知され、浸透しているとはいえない状況である。 

指定外就学の基準を拡大するにあたっては、すべての保護者に制度 

の内容、手続きについて、改めて十分な周知をする必要がある。 

・また、指定外就学の申請者が多くなれば、学校選択制と同様の課題 

が生じると考えられ、学校選択制と同様の観点からの議論・検討が 

必要である。 

・東京都区部のある自治体では、学校選択制導入前は、指定外就学で 

約 20％の児童が校区外の学校に就学していた。学校選択制の実施で、 

約 25％の児童が校区外の学校に就学し、5％程度増えたとのことで 

あり、本市の指定外就学の割合は、小学校０．６％、中学校０．７％ 

と非常に尐ないことから、指定外就学の基準拡大であっても、次に 

挙げる課題については、十分に考慮し、対応が必要であると考える 

 

ａ 通学区域外から通学する児童生徒の安全確保 

 ・現在も指定外就学を申請するにあたり、申請書に「登下校の安全確 

保については、保護者が責任を持つ」と明記している。指定外就学 

の基準の拡大により、多くの児童生徒が通学区域外の学校に通うこ 

とになれば、集団登下校のポイントまで、保護者が送り迎えを行っ 

て、集合場所から校区の友達と集団登下校を行うなどの対応が必要 

になる。 

 

ｂ  学校と地域の関係との整合性 

    ・指定外就学の基準拡大により、通学区域外の学校に通う児童生徒が 

増えれば、学校選択制と同様に、学校と地域の関係や学校と地域が 

連携した事業への影響が懸念される。例えば、通学の距離等で指定 

外基準の拡大をすれば、「隣の学校の方が、距離が近く、安全であ 

る」に該当する区域は、多数の児童生徒が隣の学校に就学すること 

も想定される。 

 

    ｃ  学校施設収容面での制約等 

・学校選択制と同様に、学校施設の範囲内で通学区域外の児童生徒を 

受け入れることになり、受け入れの上限を定めることになる。通学 

区域内の児童生徒だけで教室不足の可能性がある学校が約 4 分の 1 

もあり、指定外就学の基準を拡大しても、若干名ぐらいしか受け入 

れることができない学校も出てくる。 

指定外就学の申請が多く、受け入れ人数・学級を超える場合は、学 

校選択制と同様に、抽選で就学する児童生徒を決めることになり、 
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例えば、通学の距離が近い等の理由があっても、就学できないケー 

スが生じる。 

     ・学校が仮に荒れた状況になった場合、多くの人が指定外就学の申請 

をして、他の学校を希望したが、受け入れの範囲を超えて、通学区 

域の学校に行かざるを得ないということが起こる。行きたい学校に 

行くというだけでなく、行きたくないから別の学校を探すというこ 

との一つの手段になる可能性もあるという意見が出された。 

 

    通学の距離や安全、部活動等の理由など、指定外就学の基準を緩和す 

る場合、子どもや保護者への制度内容の十分な周知が必要であるととも 

に、運用後、制度の利用について検証する必要がある。 

 

(3) 調整区域の設定について 

① 設定及び運用について 

・特例的な措置とせず、保護者や地域の要望等があれば設定し、運用し 

ていく。 

・区内全域で学校選択制を実施しないが、一部の地域に限って、通学の 

安全等の理由により、保護者、地域からの要望等が強く、特定の学校 

への就学を認める場合は、調整区域を設定して、希望により就学でき 

る学校（調整校）を定めて、運用する。 

 

② メリット及び課題 

・効果も影響も、特定の地域に居住する子ども、保護者に限定される。 

・自由選択制、ブロック選択制、隣接区域選択制という学校選択制を実 

施しない場合に指定外就学の基準の拡大との併用ができる。 

・定期的に、調整区域の必要性や子どもや保護者の意向の検証を行う必 

要がある。 

 

(4) 各手法の関係 

① 学校選択制と指定外就学の基準 

  ａ 学校選択制を実施し、指定外就学の基準を緩和する。 

  ・基本的に入学時に、学校選択制により、希望する学校を選択する。 

  ・指定外基準の項目を整理し、必要性の高いケースについては、受け 

   入れできるようにする。 

・導入時の在校生や年度途中の転入者については、指定外就学の基準 

を拡大し、通学の距離や安全、中学校の部活動等の理由により、受 

け入れ制限校、抽選実施校・学年を除き、受け入れ可能な学校であ 

れば、就学できるようにする。 
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ｂ 学校選択制を実施するが、指定外就学の基準は、現行のまま。 

・指定外就学の基準は、拡大せず、現行のままとし、学校選択制で希 

望する学校を選択する。 

 

ｃ 学校選択制を実施しないが、指定外就学の基準を緩和する。 

     ・学校選択制は実施しないが、通学の距離や安全、中学校の部活動等 

を理由とした指定外就学の基準を新たに設けて、該当する場合、校 

区外の学校への就学を認める。新入生、在校生ともに対象とする。 

ただし、申請者が多く、受け入れできない場合も想定されるため、 

学校ごとに受け入れ枠を設定し、受け入れ枠を超過した場合の抽選 

等の手続きを定める必要がある。 

・調整区域（又は、特定地域選択制）の設定との併用も考えられる。 

    

・その他、学校選択制を実施せず、指定外就学の基準も現行のままとし、 

引き続き就学制度の改善について、時間をかけて議論し、検討するこ 

とも考えられる。 

・学校選択制が区ごとに実施するかどうかを決めるのであれば、指定外 

 就学の基準の拡大も、全市一律ではなく、区ごとに学校選択制とセッ 

 トで提示をして、方向性を決めていくべきであるという意見が出され 

 た。 

 

② 学校選択制と調整区域の関係の整理 

ａ 学校選択制を実施する区 

  ・現在、調整区域である地域について、学校選択制を実施する前年 

の 4 月頃までに、調整区域を解消して、学校選択制を実施する。 

       ・調整区域を解消できない場合、調整区域をそのまま残して、学校 

選択の希望を聴く際に、先ず、指定校か調整校かを選択した上で、 

希望すれば、両校以外の学校を選択できることとする。 

    

ｂ 学校選択制を実施しない区 

  ・調整区域を特例的な措置とせず、通学の距離や安全など、地理的な 

理由、保護者、地域の要望等により、調整区域を設定できる運用と 

する。あらかじめ、通学区域の学校か調整校か、保護者の意見を聴 

くのであれば、特定地域選択制として整理する。 

 

・学校選択制において保護者が学校を選択する理由は様々である、一方、 

指定外就学の基準の拡大は、あらかじめ認められる基準（理由）を定め 
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ておくこととなるが、その基準（理由）は、学校選択制で、保護者がそ 

の学校を選択する理由の一つでもある。学校選択制を実施して、指定外 

就学の基準を拡大する場合、具体の制度設計の中で、両制度の運用につ 

いて、よく調整する必要がある。 

 

・また、区ごとに就学制度の手法が異なることが想定されることから、指 

定外就学については、ケースによっては、区外の学校に指定外就学をす 

る場合が生じるが、この場合、受け入れる側の区が制度として基準を認 

めていなければ、区外への指定外就学はできない。 

・また、例えば、学校選択制の希望調査の結果、希望者(区内)が受け入れ 

人数を超えたため抽選となった学校に、区外から通学距離が近いという 

理由で指定外就学を認めるのかどうかなど、制度の異なる区間での調整 

事項の検討が必要である。 

 

(5) 障がいのある児童生徒等の就学について 

① 基本的な考え方 

・本市では、これまで共に学び、共に育ち、共に生きるを基本とした特 

別支援教育を推進してきており、今後も引き続き推進していく。 

    ・今後も、障がいのある児童生徒の就学については、就学相談を通じ、 

子どもの障がいの程度や状況、子どもや保護者の意向を聴いて、そ 

れを踏まえ、丁寧な対応を行っていく。 

 

・東京都区部では、特別支援学級がすべての小中学校で設置されてい 

ない。特別支援学級は、区内の一部の学校に設置されており、特別 

支援学級に就学を希望される児童生徒は、学校選択制の対象とせず、 

就学相談において、児童生徒にとって、どのような就学先が望まし 

いか意向を確認し、特別支援学級が設置されている学校に就学して 

いる。 

 また、就学相談の結果、通学区域内の小中学校の通常学級に就学す 

 る場合は必ず就学できるとし、通学区域外の小中学校の通常学級に 

 就学を希望する場合は、通学区域外の学校選択制の希望調査期間中 

 に選択希望の申請を行っている。 

 

・本市では、ほとんどの学校に特別支援学級が設置されている。障が 

いのある児童生徒については、通学区域の学校が窓口となって、就 

学相談を行っており、子どもの障がいの程度や状況、子どもや保護 

者の意向を聴いて、丁寧に対応している。原則、通学区域の学校に 
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就学しているが、やむをえない事情がある場合に指定外就学を認め 

ている。 

・障がいのある児童生徒の保護者の一部から、特別支援学級の教育活 

動の内容で選択させてほしいという声がある。 

    【障がいのある児童生徒の就学に関する主な意見】 

・インクルーシブ教育が、原則、健常児と同様に学習の権利を保障す 

るということが大切である。 

・保護者の間では、地域で共に学ばせたい、学校によって取り組みが 

違うので、熱心な先生のいる学校に行かせたい、また同じ障がいの 

ある子どもと同じ学校に行かせたいという声がある。 

・障がいのある子どもやその保護者には、選択の自由を最も広く認め 

 ることが適当ではないかという意見、指定外就学との関係を改めて 

 確認するべきであるという意見がある。 

・現在の就学相談で、こどもや保護者の障がいの状況や意向を聴いて、 

例えば、隣の学校を見に行きたいという希望があれば、隣の学校に 

話をして、直接指導をしているところを見に行ってもらったりして 

いるなど、丁寧に対応しているので、「あらかじめ保護者の意見を聴 

く」という今のやり方を充実させていけば良いという意見がある。 

    ・小学校の特別支援学級に在籍している子どもの保護者は、中学校に 

進学する時に、事前に学校に来られて、特別支援学級の場所や教育 

内容などについて、いろいろ調べてから中学校に進学しているので、 

実質、学校を選択されているケースがある。 

        ・受け入れについては、夏に次年度に向けて、何クラスが必要で、ど 

ういうケースが必要なのか。施設設備や人的配置も含め、考えてい 

くが、自由に選択できるようになった場合、子どものニーズに合う 

ような教育を提供したいが受け入れる側の準備が間に合うかどうか 

心配である。 

・スケジュールとしては、今よりも尐し早めていく必要があるという 

意見、スケジュールが早まる場合、健常児の友人と、学校選択の時 

期が異なることになり、一緒の学校を選択できるのかどうか不安で 

あるという意見がある。 

    ・学力テストの結果が開示されるなどにより、学力面を重視した選択 

傾向が強まれば、障がいのある子どもが疎外される雰囲気が生まれ 

るのではないかと不安であるという意見も出されたが、本市は、学 

校別の学力テストの結果は開示しない方針なので、障がいのある児 

童生徒が排除されるということにはつながらないという意見がある。 

また、「学校案内」等で情報提供する際に、学力偏重にならないよう 
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配慮するべきであるとの意見も出された。 

    ・障がいがある、無いではなく、健常児と自然に遊んでいる姿を見れ 

ば、やはり共に学ぶ、共に育つというのが先ず基本であると感じる。 

 

② 学校選択制による選択について 

・早い時期から個々に就学相談を行い、例えば、エレベータやスロー 

プなど、近隣の学校の学校施設の状況も見てもらうなど、これから 

も丁寧な対応を行う必要がある。 

    ・学校選択制にあっても、障がいのある児童生徒を優先して考えるこ 

とが大切であるとの意見が出された。学校選択制を実施する場合、 

就学相談等の現行のスケジュールを早めるなど工夫をする必要があ 

る。 

・学校選択については、通常学級とは別に受け入れについて算定する 

必要がある。先ず特別支援学級の見込みを算定したうえで、通常学 

級の受け入れについて算定する必要がある。 

    ・多数の希望が集中した時に、通常学級と同様に抽選で決めるのか、 

あるいは、必要性について、個々に判断するかどうか。 

 

③ 指定外就学について 

    ・早い時期から個々に就学相談を行い、近隣の学校も含め学校施設を 

見てもらうなど、これからも丁寧な対応を行う必要がある。就学相 

談等、現行のスケジュールを早めていく必要がある。 

・就学相談を通じ、子どもの障がいの程度や状況、子どもや保護者の   

意向を聴いて、それを踏まえて就学する学校を決めていく。通学区域 

以外の学校に就学するとなれば、指定外就学の基準には、現在、特別 

支援学級に入級する児童生徒という基準があるので、その基準の運用 

を弾力化することで、対応する。 

    ・多数の希望が集中した時に、指定外就学の必要性で個々に判断する 

のか、あるいは抽選で決めるのか。 

 

早い時期から、就学相談を通じ、障がいのある児童生徒や保護者の意 

   向を聴いて、その意向を踏まえ、丁寧に対応し、就学校を指定する必要 

   があると考える。 

 

④ 心身的な事情等により特段の配慮を要する児童生徒について 

・長期の通院加療やいじめ等、心身的な事情等により特段の配慮を要す 

る児童生徒については、これまでから個々のケースに丁寧に対応して 
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おり、現在も必要に応じて指定外就学により対応している。 

    ・できるだけ早い時期から、個別に相談を受け、子ども本人の心身の状 

況や本人及び保護者の意向を聴いており、学校選択制で優先扱いとす 

る方法や指定外就学による対応のいずれにおいても、丁寧に対応する 

必要がある。 

 

(6) 変則的な通学区域（区を跨る通学区域等）について 

・Ａ区とＢ区に跨る通学域において、関係区、教育委員会で協議する。 

・基本の考え方としては、一つの通学区域内のＡ区の児童生徒は、Ａ区の 

 ルール、Ｂ区の児童生徒は、Ｂ区のルールに則る。 

① Ａ区、Ｂ区ともに学校選択制を実施する場合 

・それぞれの区の学校選択のルールに則り、Ａ区の児童生徒は、Ａ区内 

 の学校を、Ｂ区の児童生徒は、Ｂ区内の学校を希望選択できる。 

② Ａ区は、学校選択制を実施し、Ｂ区は実施しない（指定外就学の基準の

拡大）場合 

・Ａ区の児童生徒は、Ａ区の学校選択のルールに則り、Ａ区内の学校を 

希望選択できる。Ｂ区の児童生徒は、指定校へ就学するが、指定外就 

学の基準に該当する場合は、申請の上、校区外の学校に就学ができる。 

③ Ａ区、Ｂ区ともに学校選択制は、実施しない（指定外就学の基準の拡大） 

場合 

・Ａ区、Ｂ区の児童生徒ともに、指定校へ就学する。指定外就学の基準 

 に該当する場合は、申請の上、校区外の学校に就学ができる。 

 

(7) 他の市（守口市、門真市、大東市など）との区域外就学について 

・通学上の安全等の理由により、隣接する他の市と当該区との協議により、 

守口市や門真市、大東市の児童生徒が、尐人数ではあるが、区域外就学 

により本市の小学校に就学している。 

・もし見直しする必要性があれば、他市と当該区との協議が必要となるが、 

今後も、区域外就学の必要性が認められる場合は、他市の該当する児童 

生徒は、通学区域に居住する児童生徒と同様に優先扱いとするべきであ 

る。 

 

(8) 通学区域（校区）の変更との関係 

・変則的な通学区域については、学校選択制を実施する前に見直しを行い、 

通学区域の変更を行うことも考えられる。 

・学校選択制を実施する場合は、通学区域が変更になれば、それに伴って、 

 変更した通学区域の学校の受け入れ人数の設定に影響があり、保護者の 
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学校選択の範囲が変わるため、変更の時期を制約する必要がある。例え 

ば、平成 26 年度の通学区域は、前年の平成 25 年度当初には確定させて、 

各学校の受け入れ人数の算定しなければならない。従って、平成 25 年度 

以降は、平成 27 年 4 月以降の通学区域の変更は可能であるが、平成 26 

年度の通学区域（校区）の変更はできないとする必要がある。 

 


